
 

 
令和 8 年 1 月 9日からの大雪等による被害状況等について（第 1 報） 

※ これは速報であり、数値等は今後変わることもあります。 
 

１ 気象状況（1/11 10:30 時点） 

 ○日本海北部の低気圧が発達しながらオホーツク海へ進む。その後、12 日

にかけて、日本付近は強い冬型の気圧配置となり、強い寒気が流れ込む

影響で、大荒れの天気となる。 

 ○東日本から西日本の日本海側では引き続き 11 日は、北日本の日本海側

では 12 日昼過ぎにかけて、広い範囲で非常に強い風が吹いて暴風雪・

暴風となる。北日本及び東日本から西日本の日本海側では、12 日にかけ

て海は大しけとなる所がある。  
 ○11 日昼過ぎから 12 日昼前にかけて、北日本から西日本にかけての日本

海側、東日本の内陸では降雪が強まり、警報級の大雪となる所がある。

加えて、普段雪の少ない東海地方や近畿地方、中国地方、四国地方、九

州北部地方の平地でも積雪となる所がある。 

 

２ 被害情報・対応状況等 

■道路（1/11 08:00 時点） 

○高速道路 

［降雪等による通行止め：４路線２１区間］ 

・E34 大分自動車道（日田 IC～日出 JCT）【６区間】 滞留なし 

・E10 東九州自動車道（中津 IC～別府 IC）【８区間】滞留なし 

・E97 日出バイパス（日出 IC～速見 IC）【１区間】  滞留なし 

・E3 九州自動車道（八幡 IC～福岡 IC）【５区間】  滞留なし 

・E3 九州自動車道（八代 JCT～人吉 IC）【１区間】 滞留なし 

 

○有料道路 

［降雪等による通行止め：なし］ 

 

○直轄国道 

［降雪等による通行止め：なし］ 

 

○補助国道 

［降雪等による通行止め：なし］ 

 

○都道府県道等 

［降雪等による通行止め：３県４区間］ 

 ・茨城県 １区間 滞留なし 
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 ・島根県 １区間 滞留なし 

 ・熊本県 ２区間 滞留なし 

 

○孤立集落 なし 

 

○防災道の駅・道の駅活用情報等 

 ［被災情報：なし］ 

 ［活用情報等：なし］ 

 

○ライフライン 

 ライフライン（電力・通信・上下水道・鉄道）について、連絡調整実施

済み。現時点で、道路への要請無し（ホットライン構築済み、災害時の

連携を確認済み） 

 

■鉄道（1/11 10:50 時点） 

○施設被害：被害情報なし 

○運行状況 

<新幹線> 

・運転を見合わせている路線：なし 

・今後､見合わせを予定している路線：なし 

<在来線> 

・運転を見合わせている路線：６事業者 16 路線 

・今後､見合わせを予定している路線：６事業者 11 路線 

 

■航空（1/10 23:00 時点） 

【1 月 10 日】欠航便：27 便（JAL 11 便、ANA 14 便、その他 2 便） 

・日本海側発着便を中心に欠航 

【1 月 11 日】欠航予定便：40便（JAL 5 便、ANA 29 便、その他 6 便） 

・日本海側発着便を中心に欠航 

 

■海事（1/11 10:00 時点） 

○全国 96 事業者 82 航路運休 

 

■物流・自動車（1/11 10:00 時点） 

○高速バスの運休状況 

 新潟県、島根県発着便を中心に 13事業者 15 路線運休 

 ８事業者７路線一部運休 

○路線バスの状況 

 新潟県内を中心に２事業者 10 路線一部運休 



 

■その他・・・（水道、下水道、港湾、河川・ダム、海岸、砂防、住宅、都

市・公園、官庁営繕、観光） 

 ・被害情報なし 

 

３ TEC-FORCE 等の活動 

(1)TEC-FORCE 等【現時点派遣なし】(これまでのべ 16 人・日） 

○JETT：【現時点派遣なし】（これまでのべ 16 人・日） 
JETT 派遣先 

派遣元 
1/9 1/10 1/11 合計 

都道府県 詳細 14 2 0 16 

北海道  札幌管区気象台 2 0 0 2 

北海道 渡島総合振興局 札幌管区気象台 2 0 0 2 

北海道 上川総合振興局 札幌管区気象台 1 0 0 1 

北海道 オホーツク総合振興局 札幌管区気象台 2 0 0 2 

富山県  東京管区気象台 2 0 0 2 

石川県  東京管区気象台 3 0 0 3 

鳥取県  大阪管区気象台 2 0 0 2 

島根県   大阪管区気象台 0 2 0 2 

 

４ 国土交通省の体制等 

(1)国土交通省災害対策連絡調整会議（1/9） 

(2)記者発表等 

○各地域における国民への呼びかけを実施 

   (東北､関東､北陸､中部､近畿､中国､四国､九州) 

(3)体制等 

○注意体制：本省、気象庁、国総研、北海道開発局、東北運輸、関東運

輸、北陸地整、北陸信越、中部地整、中国地整、中国運輸、

四国地整、九州地整 

 

５ 気象庁の対応状況 

  ○各地の気象台は、警報等を適時に発表するとともに、JETT（気象庁防災

対応支援チーム）の派遣や説明会、地方整備局等との合同での記者発表

等により、警戒を要する自治体等に今後の見通しについて説明を実施。 

 

６ 海上保安庁の対応 

(1)対応状況 

ア 巡視船艇、航空機の即応体制確保 

イ 海の安全情報 15 件 

 

 



 

(2)港湾における避難勧告等の発出 

ア 第一体制（港外避難準備（警戒）勧告）    47 港 

イ 第二体制（港外避難勧告）          13 港 

ウ 湾外避難勧告等の発出状況          なし 

エ 臨海部の施設周辺海域での錨泊制限の発出状況 ２箇所 

(3)被害状況 

被害情報なし 

(4)その他参考事項 

ア 自治体等からの支援要請なし 

イ 当庁施設の被害なし 

 
以上 

 

 

 
問合先：水管理・国土保全局防災課災害対策室 箭内 

代 表：０３－５２５３－８１１１ 内線３５－８２２ 

直 通：０３－５２５３－８４６１ 


